
令和元（2019）年度決算　消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使い道について

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源分） 3,493,625 千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 75,421,525 千円

（単位：千円）

地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

その他

社会福祉費 12,949,554 385,107 3,191,070

障がい者サービス給付事業 9,379,988 226,228 1,874,567

心身障害者福祉手当事業 769,110 121 1,006

872,006 56,783 470,512

地域密着型サービス施設整備事業 192,834 0 0

老人ホーム入所事業 154,347 13,443 111,393

29,276,137 951,669 7,885,708

民間保育所運営事業 7,959,205 235,678 1,952,868

児童手当支給事業 6,323,295 103,697 859,256

13,895,289 359,462 2,978,566

生活保護事業 13,429,315 317,848 2,633,747

56,992,986 1,753,020 14,525,857

4,555,971 366,117 3,033,717

5,241,936 546,546 4,528,782

5,234,227 503,763 4,174,275

15,032,134 1,416,426 11,736,774

3,188,314 309,737 2,566,537

予防接種事業 734,872 66,105 547,760

母子一般健康診査事業 276,309 28,994 240,249

32,821 3,045 25,229

予防接種事業 23,004 2,388 19,785

175,270 11,397 94,436

感染症対策事業 35,980 1,946 16,127

3,396,405 324,178 2,686,203

75,421,525 3,493,625 28,948,833

地方消費税交付金は「消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障4経費：年金・医療・介護・少子化対策）その他社会保
障施策に要する経費」に充てるものとされている。　「社会保障施策」とは、「社会福祉」「社会保険」「保健衛生」のいずれかに
関する施策のことをいう。

「社会福祉」
　例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉
「社会保険」
　例：国民健康保険、介護保険
「保健衛生」
  例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策
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国民健康保険事業会計への繰出金

介護保険事業会計への繰出金

後期高齢者医療事業会計への繰出金

小計

事業名
（主な事業）

決算額

人件費を除く事業費
一般財源


